ゼイコウカ カイケイ ニ オケル クリノベ ゼイキン シサン ノ カイシュウ カノウセイ ノ ハンダン カイシュウ カノウセイ テキヨウ シシン ト チュウショウ シシン by 井上 行忠














Judgement with Regard to Recoverability of the Deferred Tax Assets 
 in Accounting for Income Taxes: 
Implementation Guidance on Recoverability and Guidelines on the Accounting of 
Small and Medium Enterprises 
井 上 行 忠 
Yukitada INOUE 
＜要約＞ 
















本稿では、2015 年に公表された回収可能性適用指針と 2005 年に公表された中小指針が示
す税効果会計における繰延税金資産の計上額の算定（回収可能性の判断および手順）につい
て会計処理の特徴と相違点および今後の課題等について考察を行う。








れている。上場企業等の会計基準は、国際財務報告基準（International Financial Reporting 
Standards：IFRS、以下「IFRS」という）、日本会計基準（企業会計基準）、米国会計基準の適
用が認められており 3 つが併存している。さらに、2016 年 3 月に企業会計基準委員会
（Accounting Standards Board of Japan：ASBJ、以下「ASBJ」という）は、日本版 IFRS（修正
国際基準 ）を公表しており、今後上場企業が適用できる会計基準は、4つに増える方針であ
る。また、中小企業の会計は、2005年 8月、日本税理士会連合会、日本公認会計士協会（The 












 日本の税効果会計に関する会計基準は、1998 年 10 月に企業会計審議会から「税効果会計
に係る会計基準」が公表され、JICPAから監査委員会報告第 66号「繰延税金資産の回収可能






務指針を JICPAから ASBJに移管する作業が行われたのである 3）。 
税効果会計において、将来減算一時差異に係る繰延税金資産の回収可能性の判断には、企








































































































分類 1 に該当する企業は、①過去（3 年）および当期のすべての事業年度において、期末




収可能性適用指針 17～18  p.5）。 
（3）企業の区分（分類 2） 

















（回収可能性適用指針 22～23,  26  p.5）。 
（5）企業の区分（分類 4） 








分類 5 に該当する企業は、①過去（3 年）および当期のすべての事業年度において、重要
な税務上の欠損金が生じている企業であり、②翌期においても重要な税務上の欠損金が生じ
ることが見込まれる企業である。 
















































































図表 1 中小指針 63(1)の例示 
 
 項目 過去 3年前 過去 2年前 過去 1年前 当期 
【1】 課税所得    110    120     90 100 
【2】 将来減算一時差異    70 
（出所）日本税理士会連合会監修、近畿税理士会調査研究部編著『中小企業の会計に関する指針 
（平成 25年 2月公表）ガイドブック』清文社、2013年 7月 p.169 一部参照 
 
上記、図表 1における【2】将来減算一時差異 70千円を十分に上回る課税所得を当期およ









図表 2 中小指針 63(2)の例示 
 
 項目 過去 3年前 過去 2年前 過去 1年前 当期 
【1】 課税所得     50     60     40 50 
【2】 将来減算一時差異    70 
（出所）日本税理士会連合会監修、近畿税理士会調査研究部編著『中小企業の会計に関する指針 

















図表 3 中小指針 63(3)の例示 
 
 項目 3年前 2年前 1年前 当期 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 
【1】 課税所得 10 △10 0 0 0 10 0 0 0 
【2】 将来減算一時差異    70 △70     
【3】 見積課税所得    70  10    
【4】 繰越欠損金     70 60 60 60 60 
（出所）日本税理士会連合会監修、近畿税理士会調査研究部編著『中小企業の会計に関する指針 
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図表 4 中小指針 63（回収可能性判断基準のフローチャート） 
（出所）日本税理士会連合会、日本公認会計士協会、日本商工会議所、企業会計基準委員会編『中小企業の会計に 
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例証 4 
当期の会計期間をX1年 1月 1日からX1年 12月 31日とする甲社の一時差異等加減算前課




① X1年（当期）に減価償却超過額 400千円、棚卸資産評価損 300千円が将来減算一時差
異として発生し、前払年金費用 180千円が将来加算一時差異として発生した。X1年（当
期）に発生した減価償却超過額 400千円は、X2年に 250千円、X3年に 120千円、X4
年に 30千円がそれぞれ認容され損金に算入される。また、X1年（当期）に発生した棚
卸資産評価損 300千円は、翌期に全額損金に算入される。
② X1年（当期）に発生した前払年金費用 180千円は、X2年に 80千円、X3年に 60千円、
X4年に 40千円がそれぞれ認容され益金に算入される。
③ X1年（当期）においては、税務上の繰越欠損金は存在しない。
④ X2年から X4年の税引前当期純利益をそれぞれ 70千円、50千円、60千円と予測する。





⑤ X2年に税務上の繰越欠損金 140千円が発生すると見込まれているが、繰越期間を 2年
とし繰戻しは考慮しないものとする。会社分類は回収可能性適用指針の（分類 3）、課
税所得の見積期間は 3年とする。
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図表 5 一時差異等加減算前課税所得および課税所得見積額 
項目 X1年末 
回収可能性
X2年末 X3年末 X4年末 
【1】 
税引前当期純利益 70 50 60 
翌期以降の将来減算一時差異
棚卸資産評価損損金不算入額 ― 260 300 310 
棚卸資産評価損認容 ― △260 △300 
一時差異等加減算前課税所得 330 90 70 
【2】 
X1年末の将来減算一時差異 
減価償却超過額 400 △250 △120 △30 
棚卸資産評価損損金不算入額 300 △300 
X1年末の将来減算一時差異合計 700 △550 △120 △30 
【3】 
X1年末の将来加算一時差異 
前払年金費用 △180 80 60 40 
X1年末の将来加算一時差異合計 △180 80 60 40 
【4】 課税所得見積額 ― △140 30 80 
（出所）新日本有限責任監査法人編『税効果会計（繰延税金資産の回収可能性へのインパクト）』中央経済社、 



















































上記例証 4 の前提条件に基づくと、手順⑤における相殺後の金額△190 千円は繰戻・繰越
期間の一時差異加減算前課税所得の見積額 X3年末 90千円、X4年末 70千円と相殺され△30
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